野田村告示第17号
地域活性化アイディア実現補助金交付要綱を次のように定め、令和６年４月１日から施行する。
　　令和６年３月26日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  野田村長　小　田　祐　士
地域活性化アイディア実現補助金交付要綱
（目的）

第１　村の地域活性化に資するアイディアの実現機会の創出を支援するとともに、交流活動を推進し関係人口の拡大と地域活性化につなげることを目的とし、地域活性化グループが実施する、村の地域課題の解決や地域の元気創出に資する事業に要する経費に対し、予算の範囲内で、野田村補助金交付規則（昭和43年野田村規則第５号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。
（定義）

第２　この要綱において「地域活性化グループ」とは、野田村に住民登録がされている者、心はいつものだ村民登録要綱（平成27年野田村告示第54号）による登録者又は野田村出身者を構成員の過半数とする２名以上の団体とする。
（補助対象者）

第３　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、第２に規定する地域活性化グループで、次の各号に掲げる要件を備えるものとする。
　⑴　組織の運営に関する規定（定款、規則、会則等）及び構成員の名簿を有していること。
　⑵　政治活動又は宗教活動を主目的とする団体でないこと。
　⑶　特定の公職者（その候補者を含む。）又は政党を推薦、支持又は反対する団体でないこと。
⑷　暴力団排除条例（平成27年野田村条例第13号）第２条第２号の規定に該当する団体でなく、かつ、第３号及び第４号の規定に該当する構成員がいないこと。
⑸　団体及び構成員ともに、納期の到来した村税その他村に対する債務を滞納していないこと。
（補助対象経費及び補助額等）

第４　第１に規定する補助金の交付の対象となる事業分野、補助対象経費及び補助額は次のとおりとする。なお、原則として同事業への継続運用は行わないが、村長が特に必要と認める事業については、３か年を限度に継続運用を認めるものとする。
	事業分野
	補助対象経費
	補助額

	地域課題の解決や地域の元気創出に資する事業であって、次のいずれかのテーマに該当する事業

①若者間の交流

②女性の活躍

③世代間の交流

④地域経済の活性化

⑤地域コミュニティの活性化

⑥定住・交流の促進

⑦文化・伝統の継承

⑧その他地域活性化に資すると認められるテーマ
	報償費（一人当たり５万円以内）、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料、賃借料、その他村長が必要と認める経費
	左欄の経費の総額
ただし、20万円を上限とする。


（審査会）
第５　村長は、規則第４条の規定による申請があったときは、別に定める要領により審査会を設置し、事業内容が次の各号に掲げる要件を具備するものであることを審査会に諮った上で補助金の交付の可否を決定する。
　⑴　独創性、先進性のある自発的な企画による事業であること。

　⑵　地域の課題解決や地域の元気創出に相当の効果があること。

　⑶　次に掲げる事業に該当しないこと。

　　ア　営利を主目的とする事業

　　イ　事業実施団体や特定の個人又は団体のみが利益を受ける事業

　　ウ　政治、宗教に関わる事業

　　エ　従来から行われている事業をそのまま実施する事業
　　オ　国や県、市町村等の他の事業により補助又は委託を受けている、又は受ける見込みの事業
（補助事業に要する経費の配分及び内容の変更）

第６　規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する変更は、次に掲げる軽微な変更以外の変更とする。

⑴　事業計画書に掲げる総事業費の、20パーセント以内の増減
⑵　事業計画の細部の変更であって補助金の額に影響を及ぼさない場合

（申請の取下期日）

第７　規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算して15日以内とする。ただし、村長が特に必要と認めるときは、この期日を繰り上げることができる。
（提出書類及び提出期日）

第８　規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。

（前金払）

第９　村長は、必要があると認める場合は、補助金の９割以内を前金払することがある。
２　補助対象者は、補助金の前金払を請求しようとするときは、補助金前金払請求書（様式第６号）を村長に提出しなければならない。
（交付決定の取消）

第10　村長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交付決定を取り消すことができる。

⑴　虚偽の申請その他不正な手段により、補助金の交付決定を受けたとき。
⑵　事業期間中に第３で規定する要件を満たさなくなったとき。
（補助金の返還）

第11　村長は、第10の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。

（補則）

第12　この要綱に規定するもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。
別表（第８関係）
	
	
	
	
	

	条項
	提出書類及び添付書類
	様式
	提出部数
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	地域活性化アイディア実現補助金交付申請書
１　事業計画書
２　収支予算書

３　その他村長が必要と認める書類
	第１号
第２号
第３号
	１部
	別に定める

	規則第６条の規定による書類
	地域活性化アイディア実現補助金変更（中止）承認申請書
１　事業計画書
２　収支予算書
３　その他村長が必要と認める書類
	第４号
第２号
第３号
	１部
	

	規則第13条の規定による書類
	地域活性化アイディア実現補助金交付請求書

１　事業実績書
２　収支決算書
３　その他村長が必要と認める書類
	第５号
第２号
第３号
	１部
	

	要綱第９の規定による書類
	地域活性化アイディア実現補助金前金払請求書
	第６号
	１部
	


